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（令和7年4月１日現在）
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792

　日本の人口は、約1億2,489万人、そのほぼ9割に当たる約1億1,457万人の人々が都市（市
及び東京都特別区）に居住しています。また、全国土面積は約378,000平方キロメートルで、
そのうち都市部の面積は約217,100平方キロメートルであり、約57％を占めています。

※令和6年10月1日現在の「令和6年全国都道府県市区町村　
別面積調」を基に算出

※境界未定地域を含む自治体の面積は、「令和6年全国都道
府県市区町村別面積調」に記載の「参考値」を採用した
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年
４
月

２
０
２
５
年

　全国市長会は、前身の関西各市聯合協議会が明治３１年（１８９８年）に創立されてから、昭和5年
（1930年）に大幅な機構改革を行い、名称を現在の全国市長会と改め、今日に至っています。

　全国には、令和7年4月１日現在、792の「市」と23の「東京都特別区」があり、合わせて815の都
市があります。全国市長会は、すべての都市の「市長」及び「区長」によって組織され、各都市の分担
金により運営されています。

160,793.58k㎡
42.55%

217,092.62k㎡
57.45%

377,975.64k㎡

（令和6年10月１日現在）（令和6年1月１日現在）

10,319,252人

114,565,923人

8.3%

124,885,175人

91.7%

（令和6年1月１日現在）

基礎自治体数

815
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☆市長フォーラム（令和6年6月11日）
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令和7年度全国市長会事業の概要
　令和7年度において、全国市長会では、全国各市間の連絡協調を図り、市政の円滑
なる運営と進展に資するため、次の事業を行ってまいります。

①第95回全国市長会議（総会）を令和7年6月4日（水）に開催します。
②理事・評議員合同会議を（6月、7月、11月、1月）開催します。
③理事会を１回（４月）開催します。
④行政委員会、財政委員会、社会文教委員会及び経済委員会を適宜開催します。
⑤特別委員会、研究会等を適宜開催します。

研究会等

協議会

特別委員会

委員会

評議員会

理事会

全国市長会議（総会）

特定の分野に関する調査研究機関

特定の性格を有する都市の共通問題に対処する機関

分野別の政策審議機関

議決機関

執行機関

全市長による議決機関

特定の政策課題に関する政策審議機関

特定の政策課題に関する政策審議機関

特定の性格を有する都市の共通問題に対処する機関

分野別の政策審議機関

特定の分野に関する調査研究機関

12名 74名
164名

地方分権改革検討会議、外国人受入れ問題に関する検討会、国・地方デジタル共通基盤に関する小委員会、
地域医療確保対策会議、こども・子育て検討会議、林政問題に関する研究会

政策推進委員会、地方創生対策特別委員会、
防災対策特別委員会、都市税制調査委員会、
国民健康保険対策特別委員会、介護保険対策特別委員会、環境対策特別委員会

平成19年

☆第94回全国市長会議（令和6年６月12日）
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☆国と地方の協議の場（令和6年12月17日）

☆理事・評議員合同会議（令和6年11月14日） ☆松井会長はじめ正副会長が林・内閣官房長官に要請
　（令和6年11月14日）

（１）第87回全国都市問題会議を令和7年
10月9日、10日の両日、宇都宮市におい
て、｢成熟社会の都市のかたち～コンパ
クトで持続可能なまちづくり～｣をテーマ
に開催します。

（２）人事管理、法律問題、税財政主管者の各
研修会を開催します。

☆第86回全国都市問題会議（令和6年10月17日・18日）

◉第87回全国都市問題会議開催要領
全国市長会、(公財)後藤・安田記念東京都市研究所、
(公財)日本都市センター、宇都宮市　
[協賛]　(公財)全国市長会館

｢成熟社会の都市のかたち～コンパクトで持続可能なまちづくり～｣

令和7年10月9日（木）・10日（金）

「ライトキューブ宇都宮」

宇都宮市

（１）都市政策の重要事項に対応するため、常任委員会のほか「政策推進委員会」、「都市税制調査
委員会」、「国民健康保険対策特別委員会」、「介護保険対策特別委員会」、「地方創生対策特別
委員会」、「防災対策特別委員会」、「環境対策特別委員会」、「地域医療確保対策会議」、「こど
も・子育て検討会議」等において、調査研究及び審議を行います。

　　  特に、国と地方を通じた経済再生に向けた経済財政諮問会議や地方創生への対応、地方税
財政改革、地方分権改革、社会保障制度改革及び地域脱炭素等への取組、大規模自然災害へ
の対応等、各委員会が連携しながら的確に対応します。

　　  また、ホームページに、都市自治体による被災地への支援情報を掲載するとともに、会員専
用ページ内の「災害情報ページ」では、災害情報掲示板による情報交換や過去の災害対応記
録等を閲覧できるようにして、災害時の対応に備えています。

（2）「国と地方の協議の場」等の実効ある運営を通して、地方六団体で設置している地方分権改
革推進本部と連携しながら、都市の意見の実現に努めます。

（3）事務・権限移譲、義務付け・枠付けの見直し等の更なる地方分権改革の推進及び地方制度改革
に向けて、本会の地方分権改革検討会議等において的確に対応します。

　　  また、「都市分権政策センター」（公益財団法人日本都市センターと共同設置）と連携し、分権
型社会における都市自治体経営の課題や都市制度のあり方についての調査研究を行います。

（4）過疎問題など特定の性格を有する都市等がその共通問題に対処するため、協議会を開催し、
対応します。

（5）海外の自治関係団体との交流を行うとともに、海外の都市における地方分権の動向等の調
査を行います。
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国
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令和７年５月22日（木）

調整中

[開催予定日 令和8年10月８日（木）・９（金）]令和８年（2026年）第88回 山形市

健康づくりとまちづくり
～市民の一生に寄り添う都市政策～令和６年（2024年）第86回 姫路市

成熟社会の都市のかたち
～コンパクトで持続可能なまちづくり～令和７年（2025年）第87回 宇都宮市

令和５年（2023年）第85回 八戸市 文化芸術・スポーツが生み出す都市の魅力と発展
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令和７年５月22日（木）

調整中

[開催予定日 令和8年10月８日（木）・９（金）]令和８年（2026年）第88回 山形市

健康づくりとまちづくり
～市民の一生に寄り添う都市政策～令和６年（2024年）第86回 姫路市

成熟社会の都市のかたち
～コンパクトで持続可能なまちづくり～令和７年（2025年）第87回 宇都宮市

令和５年（2023年）第85回 八戸市 文化芸術・スポーツが生み出す都市の魅力と発展

☆国と地方の協議の場（令和6年12月17日）

☆理事・評議員合同会議（令和6年11月14日） ☆松井会長はじめ正副会長が林・内閣官房長官に要請
　（令和6年11月14日）

（１）第87回全国都市問題会議を令和7年
10月9日、10日の両日、宇都宮市におい
て、｢成熟社会の都市のかたち～コンパ
クトで持続可能なまちづくり～｣をテーマ
に開催します。

（２）人事管理、法律問題、税財政主管者の各
研修会を開催します。

☆第86回全国都市問題会議（令和6年10月17日・18日）

◉第87回全国都市問題会議開催要領
全国市長会、(公財)後藤・安田記念東京都市研究所、
(公財)日本都市センター、宇都宮市　
[協賛]　(公財)全国市長会館

｢成熟社会の都市のかたち～コンパクトで持続可能なまちづくり～｣

令和7年10月9日（木）・10日（金）

「ライトキューブ宇都宮」

宇都宮市

（１）都市政策の重要事項に対応するため、常任委員会のほか「政策推進委員会」、「都市税制調査
委員会」、「国民健康保険対策特別委員会」、「介護保険対策特別委員会」、「地方創生対策特別
委員会」、「防災対策特別委員会」、「環境対策特別委員会」、「地域医療確保対策会議」、「こど
も・子育て検討会議」等において、調査研究及び審議を行います。

　　  特に、国と地方を通じた経済再生に向けた経済財政諮問会議や地方創生への対応、地方税
財政改革、地方分権改革、社会保障制度改革及び地域脱炭素等への取組、大規模自然災害へ
の対応等、各委員会が連携しながら的確に対応します。

　　  また、ホームページに、都市自治体による被災地への支援情報を掲載するとともに、会員専
用ページ内の「災害情報ページ」では、災害情報掲示板による情報交換や過去の災害対応記
録等を閲覧できるようにして、災害時の対応に備えています。

（2）「国と地方の協議の場」等の実効ある運営を通して、地方六団体で設置している地方分権改
革推進本部と連携しながら、都市の意見の実現に努めます。

（3）事務・権限移譲、義務付け・枠付けの見直し等の更なる地方分権改革の推進及び地方制度改革
に向けて、本会の地方分権改革検討会議等において的確に対応します。

　　  また、「都市分権政策センター」（公益財団法人日本都市センターと共同設置）と連携し、分権
型社会における都市自治体経営の課題や都市制度のあり方についての調査研究を行います。

（4）過疎問題など特定の性格を有する都市等がその共通問題に対処するため、協議会を開催し、
対応します。

（5）海外の自治関係団体との交流を行うとともに、海外の都市における地方分権の動向等の調
査を行います。
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